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● 岡山市立地適正化計画 

はじめに 
計画策定の背景と目的、立地適正化計画の概要、 

計画の位置づけ、計画期間等を示します。 

第１章
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第１章 
はじめに 

１ 計画策定の背景と目的

我が国の都市における今後のまちづくりは、人口減少と高齢化を背景として、高齢者や子育て世
代にとって、安心できる健康で快適な生活環境を実現すること、財政面及び経済面において持続可
能な都市経営を可能とすることが大きな課題となっています。
こうした中、医療・福祉施設、商業施設等や居住がまとまって立地し、高齢者をはじめとする住

民が公共交通や徒歩により、これらの生活利便施設等にアクセスできるなど、福祉や交通なども含
めて都市全体の構造を見直し、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考えで進めていくことが
重要です。
このような背景を踏まえ、平成 26 年 8 月に都市再生特別措置法が改正され、行政と住民や民間

事業者が一体となってコンパクトなまちづくりに取り組むための計画である立地適正化計画を市町
村が策定することが可能となりました。 
岡山市においても、今後の人口減少や高齢化社会の進行が予測されており、このままの状態で市

街地の拡大が進行すると市街地における人口密度が低下し、医療・福祉・商業等の生活サービスの
低下や公共交通の衰退などの問題が顕在化するなど、市民生活の質ならびに都市の持続性や活力の
低下が懸念されます。 
このような状況を踏まえ、人口減少下においても持続的に発展できる都市づくりに向け、岡山市

第六次総合計画や岡山市都市計画マスタープランを改定し、地域生活圏の各拠点と都心とが利便性
の高い公共交通で結ばれた「コンパクトでネットワーク化された都市づくり」を進める方針として
います。 
この方針を実現するための実行戦略として、都市計画マスタープランの一部となる「岡山市立地

適正化計画」を策定します。 

２ 立地適正化計画の概要

（１）立地適正化計画とは
立地適正化計画とは、都市全体の観点からの医療・福祉・商業等の都市機能や居住の立地、公
共交通の充実に関する包括的な計画です。 
従来の都市計画の規制を前提に、「都市機能誘導区域」や「居住誘導区域」を定め、届出制度
などの誘導手法を通じ、長期的な時間軸の中で都市機能や居住を誘導することで、緩やかに都市
をコントロールする制度です。 
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（２）立地適正化計画に定める主な事項 

都市に立地する一部の機能だけでなく、居住や
医療・福祉・商業等のさまざまな都市機能と、都市
全域を見渡したマスタープランとして機能。 

◆都市全体を見渡したマスタープラン

居住や都市の生活を支える機能の誘導による
コンパクトなまちづくりと地域交通の再編との連携
により、「コンパクト・プラス・ネットワーク」のまちづくり
を進める。 

◆都市計画と公共交通の一体化

計画の達成状況を評価し、状況に合わせて、
都市計画や居住誘導区域を不断に見直すなど、
時間軸をもったアクションプランとして運用することで
効果的なまちづくりが可能。 

◆時間軸をもったアクションプラン

民間施設の整備に対する支援や立地を緩やか
に誘導する仕組みと、インフラ整備や土地利用規
制など従来の制度との融合によるまちづくり。 

◆都市計画と民間施設誘導の融合

資料：国土交通省資料を基に作成

■立地適正化計画のイメージ 

◆立地適正化計画区域 

◆立地の適正化に関する基本的な方針 

◆都市機能誘導区域

医療・福祉・商業といった生活サービス施設等の立地を誘導する区域 

◆誘導施設

都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき施設として位置づけたもの 

◆居住誘導区域

一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティ
が持続的に確保されるよう、居住を誘導する区域 

◆計画の実現に向けた取組

居住や都市機能の誘導を図るために展開する施策 
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３ 立地適正化計画の位置づけ

本計画は、岡山市第六次総合計画、岡山県南広域都市計画区域の整備・開発及び保全の方針（都
市計画区域マスタープラン）などの上位計画に即し、本市の都市づくりに関わる各種の関連計画と
連携して定めます。 
なお、本計画は都市再生特別措置法第 82 条により都市計画マスタープランの一部とみなされる

ことから、本市都市計画の基本方針の一部として位置づけられます。

岡山市第六次総合計画

岡山市の都市計画
に関する基本方針

（岡山市都市計画マスタープラン）
●都市づくりの基本方針 ●分野別の基本方針

《都市づくりに関わる各種の関連計画》

岡山市産業振興アクションプラン

岡山市農林水産振興アクションプラン

岡山市緑の基本計画

岡山市住生活基本計画

岡山市景観計画       など

連携

都市計画の決定や変更

地域のまちづくりの展開

岡山県南広域都市計画区域の 
整備・開発及び保全の方針 
（都市計画区域マスタープラン） 

即す

即す

岡山市総合交通計画
公共交通

岡山市地域公共交通網形成計画

交通 

密接に 

連携 

■立地適正化計画体系図

岡山市立地適正化計画
（都市計画マスタープランの一部とみなされる）
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４ 対象区域

立地適正化計画の区域は都市全体を見渡す観点から、都市計画区域全体を立地適正化計画の区域
とすることが基本とされています。そのため、本計画では、岡山市の都市計画区域全域を対象とし
ます。 

■対象区域 

５ 目標年次

目標年次は、概ね20年後の都市の姿を展望し、令和20年度（2038 年度）とします。 
なお、都市の将来像は長期的視点に立って21世紀中頃を念頭に描くこととします。 

中期的な都市づくり          長期的な都市づくり（将来像） 

令和２年度 
（2020 年度）

（初年度） 

目標年次 
令和 20年度 
（2038 年度） 

21 世紀中頃 
（2050 年頃） 

社会経済情勢の変化等
に対応した適切な見直し
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● 岡山市立地適正化計画 

現状と課題

人口の将来見通しを踏まえ、将来懸念される都

市づくりの課題を多面的に示します。 

第２章
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第２章 
現状と課題 

１ 人口動向

（１）総人口・年齢区分別人口 
本市の人口は、令和 2 年（2020 年）頃をピークに減少に転じて令和 27 年（2045 年）には約
68万人となり、約4万人が減少すると推計されています。 
平成 7～27 年の 20 年間で、高齢者の大幅な増加、年少人口の減少が進んでおり、この状況が
さらに進展し、令和 27年には 3人に 1人が高齢者になると見込まれています。 

（２）市街化区域の人口密度 
市街化区域の人口密度は、55.9 人/ha（2015 年）から 49.9 人/ha（2060 年）となり、人口
密度の低下が顕著になることが想定されます。 

16.4%
108,816

15.3%
103,078

14.5%
100,531

14.3%
100,175

13.7%
97,043

12.9%
93,000

12.3%
89,000

12.0%
86,000

11.8%
84,000

11.8%
82,000

11.4%
78,000

69.2%
458,724

67.7%
456,485

66.4%
460,195

64.2%
450,108

61.5%
435,475

61.0%
441,000

60.7%
438,000

60.3%
433,000

59.3%
421,000

57.0%
397,000

55.8%
381,000

14.4%
95,247

17.0%
114,670

19.1%
132,262

21.5%
151,140

24.7%
175,013

26.1%
189,000

27.0%
195,000

27.7%
199,000

28.9%
205,000

31.3%
218,000

32.8%
224,000

663,346 674,375 696,172 709,584 719,474 723,000 722,000 718,000 710,000 697,000 683,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000
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H7
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（2000）

H17
（2005）
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（2015）
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R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

0～14歳 15～64歳 65歳～ 総数

（人） 推計値

■人口推移と将来人口の見通し 

資料：岡山市都市計画課による推計 
※平成 7 年から平成 27 年まで、5 年毎の市街化区域の

人口比率の推移を基に、今後の市街化区域の人口比
率を算出 

■将来の人口及び人口密度の推移 

資料：総務省「国勢調査」、R2以降は第六次総合計画の推計値（H27国勢調査を基にした推計） 

※現在の市域で集計  

※総人口は年齢不詳を含む（但し、人口比率は年齢「不詳」を除いて算出） 
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（３）地区別人口の推移 
平成 27 年（2015 年）から令和 22 年（2040 年）における人口増減をみると、大半の地区で
減少すると予測されています。 
また、高齢化率は市街化区域内でも高くなり、20％以上になると予測される地区が多く見られ
ます。 

資料：【H27】国勢調査,【R22】第六次総合計画の推計値を加工して作成

資料：【H27】国勢調査,【R22】第六次総合計画の推計値を加工して作成

■メッシュ別人口増減率 【R22 年（2040）/H27 年（2015）】 

■メッシュ別高齢化率 【H27 年（2015）】 

25 年後

■メッシュ別高齢化率 【R22 年（2040）】 
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（４）世帯数 
本市の世帯数は令和 7～12 年でピークを迎え、その後は減少に転じる見通しです。 
また、世帯主が 65 歳以上の単独高齢者世帯が著しく増加する見通しです。 

資料：総務省「国勢調査」。R2以降は、岡山市推計 

308,807 316,000 319,000 319,000 316,000

34,732 38,000 41,000 43,000 46,000
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0
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100,000

150,000
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250,000
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350,000

平成27年
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令和2年

（2020）

令和7年

（2025）

令和12年

（2030）

令和17年

（2035）

総世帯数 単独高齢者世帯（65歳以上）

指数：総世帯数 指数：単独高齢者世帯（65歳以上）

(世帯) (平成27年に対する増加率)
■世帯数の推移
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２ 都市の現状と問題点

人口動向を踏まえた都市の現状分析により、都市の問題点を抽出します。 

（１）市街地の低密度化 
１）土地利用の変化と開発許可の状況 

懸念される問題 郊外部の開発と人口減少による低密度な市街地の進行

本市の建物用地面積は昭和 51 年から平成 28 年の約 40 年間で、市街化区域は約 2.1 倍、市街
化調整区域は約 1.9 倍に増加しています。しかし、この間の人口は市街化区域で約 1.4 倍の増加、
市街化調整区域は横ばいであり、低密度な市街地が拡散している状況です。 

■土地利用の変遷 

■建物用地と人口の推移 

【S51 年】 【H28 年】

資料： 人口：国勢調査 S50、S60、H7、H17、H27 

建物用地：国土数値情報土地利用3次ﾒｯｼｭ 1/10細区分(100m ﾒｯｼｭ) 

※現在の市域及び市街化区域で集計  

※100m ﾒｯｼｭ単位で、地図記号や衛星画像から代表となる土地利用

種別を判定している 

資料：国土数値情報

（ha）
市街化区域 

（千人）
市街化調整区域 

（ha） （千人）
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また、本市の市街化調整区域での開発許可件数は、政令指定都市の中でも多く、市街化区域に
近接した地区で行われており、郊外部での開発が進行している状況です。            
今後の人口減少により、さらなる市街地の低密度化が懸念されます。 

■市街化調整区域の開発許可件数及び開発面積（平成 27 年度政令指定都市比較） 

資料：岡山市調べ 
※H28.3 末時点の許可件数 

■市街化調整区域の開発許可位置図 

資料：岡山市調べ（H13～H30 年度分、第 34条 11号完了のみ） 

開発許可件数 開発面積 
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11.1%
11.9%
11.9%
12.0%
12.1%

12.7%
12.9%
12.9%
13.0%
13.3%
13.6%

14.4%
14.5%

15.8%
17.1%

13.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

さいたま市

川崎市

横浜市

相模原市

福岡市

仙台市

広島市

札幌市

熊本市

千葉市

名古屋市

京都市

新潟市

浜松市

神戸市

堺市

静岡市

岡山市

北九州市

大阪市

全国平均

資料：総務省「H30住宅・土地統計調査」 

２）空き家の状況 

懸念される問題 空き家のさらなる増加による治安、景観、居住環境の悪化

本市の空き家数は平成5年以降増加傾向にあり、全国平均を超える空き家率となっています。 
一般に人口が減少すると空き家率が高くなる傾向があることから、今後の人口減少により、空き

家がさらに増加し、治安、景観、居住環境が悪化することが懸念されます。 

資料：国土交通省資料 

※その他の住宅：転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅

や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など

■都道府県別その他の住宅空き家率と人口増減率の関係 

■空き家率（政令指定都市比較） ■空き家の推移 
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（２）都心の魅力や賑わいの低下 
１）都心の低未利用地等 

懸念される問題 土地利用の更新の停滞や歩行者数の減少などによる都心の魅力や賑わいの低下

都心（中心市街地）では、平面駐車場の敷地面積が約 9%を占め、コインパーキング等の小規
模な駐車場が多く点在するなど虫食い状に低未利用地が発生しており、全体としては高度利用と
都市機能の更新が進んでいない状況です。 
また、都心の 3 商店街（表町・駅前町・奉還町）の歩行者数は、約 30 年間で半減しており、
小売業における都心（５学区※のシェア）の販売額は減少傾向にあります。 
今後もこのような傾向が続くと、都心の魅力や賑わいの低下が懸念されます。 

■都心の平面駐車場 

資料：岡山市調べ（R1） 

■都心の 3商店街の歩行者交通量 

資料：岡山市商店街通行量調査

※表町･駅前･奉還町商店街で 

全期間調査地点の平均

S63

6,454

H28

3,750
S63

5,275

H28

2,463

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

S63 H4 H8 H12 H16 H20 H24 H28

休日 平日

(人)

※５学区：岡山中央、石井、出石、鹿田、清輝
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■本市の合計に対する 5学区のシェア 

■小売業年間販売額の推移 

資料：都市構造可視化計画ウェブサイト 地図：国土地理院 

258,620
303,166 325,446

253,225
221,479 220,596

185,502 214,495

36.2% 35.9% 34.5%

28.8%
27.1% 25.7%

23.0% 24.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

S63

（1988）

H3

（1991）

6

（1994）

9

（1997）

14

（2002）

19

（2007）

26

（2014）

28

（2016）

都心5学区合計 都心5学区シェア

（百万円） 小売業年間商品販売額 

資料：H28は経済センサス活動調査、その他は商業統計調査  

※H26 年調査は、日本標準産業分類の第 12回改定及び調査設計の大幅変更に伴い、 

H19 年調査の数値とは接続しない。 

1991 年 2007 年
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83.7%

13.2%

16.3%

86.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

固定資産税・

都市計画税

（H27）

面積割合

市街化区域 市街化区域外

２）都心の地価動向 

懸念される問題 都心の魅力や賑わい低下などによる都心の地価の低下、税収の減少

市街化区域、特に都心周辺は、僅かな面積であるにもかかわらず、税収において高い割合を占
めています。 
一方、都心の地価はこれまでに大きく低下している状況です。 
今後の人口減少による都心の魅力や賑わい低下などにより、都心の地価の維持や税収の確保に
影響が及ぶことが懸念されます。 

■本市の市税の内訳            ■土地・家屋に係る固定資産税及び 
都市計画税の割合

資料：平成 27年度当初予算書 

■地価の変動

資料：地価公示、都道府県地価調査より岡山市作成 

0.45

0.30

0.49

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30

市街化区域 中心市街地 中心市街地を除く市街化区域

注）H6～H30まで、データがそろっている地点データを対象とし、変動率は、H6を
1.0とした指数の平均として算出している。

（変動率）

うち都心 0.8%

うち都心 16.9%
資料：岡山市資料（平成 27年 1月） 

固定資産税及び都市計画税の割合は、課税標準額の割合で 

算出した概算割合 

固定資産税＝固定資産税課税標準額×税率 1.4% 

都市計画税＝都市計画税課税標準額×税率 0.3%

市民税（個人）
38,212 

35%

市民税（法人）

11,664 
10%

固定資産税

（土地家屋）

36,406 
33%

固定資産税（償却資産）

6,283 
6%

都市計画税

7,365 
7%

市たばこ税

5,307 
5%

事業所税

3,825 
3%

軽自動車税

1,376 
1% 入湯税

16 
0%

市民税（個人）

市民税（法人）

固定資産税

（土地家屋）

固定資産税（償却資産）

都市計画税

市たばこ税

事業所税

軽自動車税

入湯税

（単位：百万円、%）
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（３）生活サービスの低下 

懸念される問題 人口の減少による生活サービス施設の撤退

生活サービス施設（商業施設、金融施設など）は、居住人口の分布などに合わせて施設が立地
しています。 
生活サービス施設の商圏について国が示す資料によると、都市型コンビニエンスストアの場合、
店舗から 500ｍ圏内に 3,000 人の居住者が必要とされており、これを人口密度に換算すると、約
40人/ha になります。 
今後の人口減少により、周辺の人口に支えられてきた生活サービス施設の維持が将来困難にな
ることが懸念されます。 

■コンビニエンスストアの立地と人口密度の関係性 

コンビニ H27 
500m圏の人口密度

A 約 48 人/ha 

B 約 44 人/ha 

コンビニ R22 
500m圏の人口密度

A 約 40 人/ha 

B 約 35 人/ha 

H27 年(2015) 

R22 年(2040) 

コンビニエンスストアが 2店舗立地 
⇒500m圏の人口密度は 40 人/ha 以上 

このまま推移すると

商圏人口が減少し、店舗の存続が困難に 
なる恐れ 
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（４）公共交通のサービス水準の低下 
１）公共交通の状況 

懸念される問題 利用者の減少に伴う公共交通サービス水準の低下

本市の公共交通ネットワークは都心を中心に放射状にカバーされており、市街化区域など人口
密度が高い地域での運行頻度は高く、周辺部では低くなっています。 

■公共交通ネットワーク図（平日） 

資料：各社時刻表より作成（R2.4）
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また、路線バスの運行区間は平成 6 年から平成 28 年の約 20 年間で約 24%減少し、人口減少
が著しい中山間地域などでは運行廃止が多くなっています。 
今後の人口減少により、利用者の減少に伴う公共交通のサービス水準の低下が懸念されます。 

■路線バスの運行区間と便数         ■路線バスの廃止区間と人口減少率

資料：岡山市調べ                                 

資料：岡山市都市計画マスタープラン 
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■メッシュ別高齢者人口率【H27 年（2015）】 ■メッシュ別高齢者人口率【R22 年（2040）】 

25 年後

資料：【H27】国勢調査

【R22】第六次総合計画の推計値

２）公共交通アクセシビリティ 

懸念される問題 高齢化の進行による交通弱者の増加

鉄道駅やバス停にアクセスしやすい地域（鉄道駅半径 800ｍ圏内、バス停半径 300ｍ圏内の地
域）の居住人口は約 52万人であり、総人口の約7割を占めています。 
一方、残りの約 20 万人（総人口の約 3 割）の市民は、鉄道駅やバス停にアクセスしづらい地
域（鉄道駅半径 800m圏外、バス停半径 300m圏外）に居住しています。 
鉄道駅やバス停にアクセスしづらい地域の多くでは、高齢化が進行すると予測されており、今
後移動が困難となる交通弱者が増加することが懸念されます。 

■公共交通アクセシビリティと居住人口（2015 年） 

資料：岡山市総合交通計画
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（５）厳しい都市経営 
１）本市の財政状況と医療費の推移 

懸念される問題 高齢化の進行に伴う社会保障費の増加による厳しい財政状況

本市の歳出予算（普通会計）は、平成7年から平成27年の20年間で扶助費が2.5倍以上増加
し、義務的経費の割合が歳出総額の54%に増加した一方、投資的経費は1/2程度に減少していま
す。 
また、本市の１人当たり医療費は政令指定都市平均よりも高く、年々増加しています。 
高齢化の進行に伴い、今後さらに社会保障費が増加し、財政状況がより厳しくなることが懸念
されます。 

■国民健康保険１人当たり年間医療費の推移 

■財政状況の推移（普通会計） 

義務的経費

999 億円
42%

投資的経費

702 億円
29%

その他経費

684 億円
29%

人件費

496 億円
21%

扶助費

274 億円
11%

公債費

229 億円
10%

普通建設事業費

698 億円
29%

災害復旧事業費

4 億円
0%

物件費

209 億円
9%

維持補修費

41 億円
2%

補助費等

126 億円
5%

積立金

16 億円
1%

投資及び出資金

19 億円
1%

貸付金

61 億円
3% 繰出金

211 億円
9%

歳出総額

2,385億円

義務的経費

1,505 億円
54%

投資的経費

403 億円
14%

その他経費

872 億円
31%

人件費

449 億円
16%

扶助費

728 億円
26%

公債費

327 億円
12%

普通建設事業費

401 億円
14%

災害復旧事業費

2 億円
0%

物件費

306 億円
11%

維持補修費

43 億円
2%

補助費等

204 億円
7%

積立金

32 億円
1%

投資及び出資金

18 億円
1%

貸付金

21 億円
1%
繰出金

247 億円
9%

歳出総額

2,779億円

平成 7年度 平成 27年度

義務的経費 H27/H7＝1.51

投資的経費 H27/H7＝0.57

資料：岡山市調べ 

※現在の市域で集計

※扶助費：生活保護、児童・高齢者福祉 

に関する経費 

資料：岡山市調べ

(円) 



22

面積(単位：千㎡) 

 (単位：億円) 

今後 40 年間の
公共施設等の更
新に係るコスト
(平均値) 

公共施設等の投
資実績(2016 年
度は決算推計額
(予算額))(平均
値) 

投資実績(2016年
度は決算推計額
(予算)) 
その他インフラ 
下水道 
上水道 
橋りょう 
道路 
ハコモノ 

資料：岡山市公共施設等総合管理計画（H29.3） 

■行政事務系施設
■医療・福祉施設
■学校教育施設
■社会教育施設
■公営住宅
■普通財産等
■環境施設
■子育て支援施設
■市民文科系施設
■ ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･観光施設
■その他施設
■文化財施設

２）インフラ更新費用の増加 

懸念される問題 老朽化した公共施設やインフラの維持管理費等の増加による財源不足

本市では、昭和43 年から平成13年に集中して施設整備を行っており、今後はこれらの施設の
耐震化や修繕、建替え等の費用の増加が必要となっています。 
今後、既存施設を全て保持する場合、ハコモノやインフラの更新費用は、大幅な財源不足が見
込まれます。 

■ハコモノの建築年別整備状況 

資料：岡山市公共施設等総合管理計画（H29.3） 

■公共施設及びインフラに係る将来の更新費用推計 
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人口減少や高齢化に伴い懸念される都市の問題点

土 地 利 用 

・市街地のさらなる低密度化 
・空き家の増加による治安、景観、居住環境
の悪化 

・低未利用地の増加、土地利用更新の停滞、 
中心市街地の歩行者数の減少 

・中心市街地の地価の維持や税収の確保が困難 

公 共 交 通 

・利用者の減少に伴う、公共交通のサービス
水準の低下 

・高齢化の進行による交通弱者の増加

生活サービス

・周辺の人口により支えられてきた生活サー
ビスの低下

都 市 経 営 

・社会保障費の増加による厳しい財政状況 
・インフラ更新費用の増加による大幅な財
源不足 

空き家の増加

賑わいの低下

厳しい都市経営

近所のお店や公共交通の減少

都心（中 心 市 街 地） 
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３ 課題の整理

本市の都市の現状と問題点を踏まえ、都市づくりの課題を整理します。 

土地利用 

低密度な市街地から、まとまりのある市街地に 

○本市では市街地の拡大にあわせ、市街地の外縁部や幹線道路の沿道でも市街化が進行し、低
密度な市街地が拡がっています。 

○また、空き家は増加傾向にあり、今後の人口減少でさらに空き家が増加し、治安、景観、居
住環境の悪化などが進む恐れがあります。 

○都市の持続性を高めていくためには、低密度な市街地の拡大を抑制するなど、人口や都市規
模に応じた適正な土地利用を推進していく必要があります。 

都心（中心市街地） 

空洞化する都心から、活力ある都心へ

○都心においては、駐車場などの低未利用地が多く、今後の人口減少でさらに低未利用地が虫
食い的に増加する市街地のスポンジ化が進み、魅力や賑わいの低下が懸念されます。 

○また、都心部の地価は下落傾向にあり、今後の人口減少による魅力や賑わいの低下などによ
り、地価の維持や税収の確保に影響が及ぶことが懸念されます。 

○政令指定都市岡山の顔である都心では、中四国の交流拠点として求心力・中枢性を一層高め
るため、高次都市機能の充実・強化を図る必要があります。 

生活サービス 

市民の生活利便性の確保 

○市民の生活に必要な生活サービス施設は、居住人口の分布などに合わせて立地しており、今
後の人口減少によって、これらの施設の維持が困難になることが懸念されます。 

○人口減少や高齢化が進行する中においても、生活利便性が維持できるように、地域の拠点に
医療・福祉・商業等の都市機能や居住の緩やかな誘導を図る必要があります。 

公共交通 

公共交通を主体とした生活スタイルへ 

○今後、人口減少に伴う公共交通サービス水準の低下や、高齢化に伴う交通弱者の増加が懸念
されます。 

○このため、公共交通を中心に都心と周辺地域を結ぶ連携軸の強化や周辺地域における移動手
段の確保を図るなど、自動車に過度に頼ることなく歩いて健康に暮らせるまちづくりを進め
る必要があります。  
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都市経営 

良質な都市インフラの確保と健全な都市経営 

○高齢化の進行等による社会保障費の増加に加え、ハコモノ、橋梁や上下水道等のインフラの
耐震化や建替え、修繕・更新など公共施設の維持管理費の増加が見込まれます。 
○このため、健康寿命の延伸に向けた取組などによる社会保障費の抑制や、ハコモノ・インフ
ラの適正管理など、人口減少・超高齢社会においても持続的な発展を支える健全な都市経営
を行うことが必要です。 
○また、老朽化が進行するインフラの適切な維持・更新に努めるなど、安全で安心して暮らせ
る都市基盤の整備が必要です。 
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